
建設業許可業者数調査の結果概要 （令和８年３月末現在）

■令和8年3月末現在の建設業許可業者数は483,823業者で、前年同月比123業者(0.03%)の増加。
ピーク時の平成12年3月末時点と比較すると、▲117,157業者(▲19.5％)の減少。

■新規に建設業許可を取得した業者は18,121業者で、前年度比1,957業者(12.1%)の増加。
■建設業許可を失効した業者は17,998業者で、前年度比6,151業者(51.9%)の増加。（※）

うち、廃業の届出を行った業者は8,273業者で、前年度比1,021業者(14.1%)の増加。 （※）
更新手続を行わずに失効した業者は9,725業者で、前年度比5,130業者(111.6%)の増加。 （※）

■建設業許可の承継制度において、令和７年度の認可件数は
1,092件。内訳は、譲渡及び譲受け954件、合併79件、
分割33件、相続26件。

■譲渡及び譲受けが認可件数全体の87.4％を占めている。

■東京都(44,816業者。全体の 9.3％)、大阪府(41,790業者。
同8.6％)、神奈川県(29,715業者。同6.1%)で昨年度と同様に
多い。

■鳥取県(2,127 業者。同0.4％)、島根県(2,640業者。同0.5％)、
高知県(2,926業者。同0.6%)で昨年度と同様に少ない。

■一般建設業許可を取得している業者は457,617業者で、前年
同月比▲438業者(▲0.1％)の減少、ピーク時の平成12年3月
末時点と比較すると▲120,092業者(▲20.8%)の減少。

■特定建設業許可を取得している業者は50,511業者で、前年同
月比 772業者(1.6％)の増加、ピーク時の平成17年3月末時点
と比較すると▲665業者(▲1.3%)の減少。

■許可を取得している業者が多い上位３業種は、｢とび・土
工工事業｣184,825業者(許可業者の 38.2％)、｢建築工事業｣
140,967 業者(同 29.1％)、｢土木工事業｣130,833業者(同
27.0％)。

■許可を取得している業者が少ない上位３業種は、｢清掃施設
工事業｣372 業者(同 0.1％)、｢さく井工事業｣2,216 業者(同
0.5％)、｢消防施設工事業｣16,075業者(同 3.3％)。

■資本金の額が｢300万円以上500万円未満の法人｣が21.0%と
最多。以下、｢ 500万円以上1,000万円未満の法人(20.1％) ｣、
｢1,000万円以上2,000万円未満の法人(19.5%)｣と続く。

■個人及び資本金の額が１億円未満の法人の数は478,383業
者となっており、建設業許可業者数全体の98.9％を占めて
いる。
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※対前年比について、平成７年に許可の有効期間が３年から５年に延長されたことにより、更新期を迎える建設業者の多い３年間と、更新期を迎える建設業者の少ない
２年間が交互に訪れ、許可業者数の増減に影響を与えています。令和７年度は、更新期を迎える建設業者の多い年の１年目にあたるため、建設業許可を失効した業者数
が増加傾向にあります。

■建設業以外の営業を行っている兼業業者は144,994業者で、
前年同月比1,661業者(1.2%)の増加。

■兼業業者の割合は30.0%で、前年同月比で0.4ポイント増加。
ピーク時の平成12年3月末と比較すると8.7ポイント増加。
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